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立教大学教職課程 2018 年 2 月
１．教員免許法制改革下の教職科目
中央教育審議会の答申「これからの学校教育
を担う教員の資質能力の向上について～学び合
い、高め合う教員育成コミュニティの構築に向
けて～」（2015 年 12 月 21 日）の主旨を受け、
2016 年 11 月 8 日に新しい「教育職員免許法（改
正法）」が公布された。これに基づく文部科学
省令「教育職員免許法施行規則（一部改正）」
は、極めて異様な経過を経て、ようやく約一年
後の 2017 年 11 月 17 日に公布された。新法制
は 2019 年度から実施（同年度入学者から適用）
されるということで、全国の教員養成課程を有
する大学はこの経過に翻弄されながら、これか
ら急ピッチで再課程申請、新課程開設準備を余
儀なくされることになる。
新法制が要請する教員養成課程改革の主な特
色を取り出すなら、１）従来の「教科に関する
科目」、「教職に関する科目」に大別される科目
区分を大括り化して、「教科に関する専門的事
項」と「各教科の指導法」を「教科および教科
の指導法に関する科目」として同一の区分にし、
「教科と教職を融合した科目」の設置を促して
いることであり、２）ほぼすべての科目（区分
として「教育実践に関する科目」と「大学が独
自に設定する科目」を除き）で注意書きを付し
て「アクティブ・ラーニングの視点を取り入れ
ること」を必須としていることであり、さらに
は３）教員免許法制上はじめて「教職課程コア
カリキュラム」を策定し、これに従った課程編
成を義務付けていることである。
「教職課程コアカリキュラム」は、従来から
その必要性が指摘されてきたということである
が、策定の経過を辿ると 1、先の答申の主旨を
受けて 2016 年 8 月 2 日に「教職課程コアカリ
キュラムについての在り方検討会」（座長：横
須賀薫十文字学園女子大学学長）が設置され、
同年 12 月 12 日（第三回検討会）に「教育職員
免許法施行規則に規定する教職科目の各科目に
含めることが必要な事項について、その全体目
標、一般目標、到達目標等について、専門的な
検討を行う」ワーキンググループが委員は座長
指名として設置され、このワーキンググループ
による原案が翌 2017 年 3 月 27 日に検討会（第
四回）に報告され、同年 5 月 27 日から 6 月 25
日までのパブリックコメント募集を経て、6 月
29 日の第五回検討会で「教職課程コアカリキュ
ラム案」として策定された。そして、教育職員
免許法施行規則公布と同じ 11 月 17 日に案の字
が取れて公表されている。検討会の検討期間は
（2016 年 8 月 19 日から）2018 年 3 月 31 日まで
とされているが、よほどの重大事がない限り、
これにて「教職課程コアカリキュラム」は確定
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　　1「教職課程コアカリキュラムの在り方に関する検討委員会」付属資料、参考資料を参照 
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2017/11/27/1398442_2_2.
pdf
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されたのであろう。
要するに「教職課程コアカリキュラム」は、
新しい「教育職員免許法」公布以前に設置され
た「教職課程コアカリキュラムについての在り
方検討会」による数回の審議と、そのもとに設
置されたワーキンググループによる、いまだ新
しい「教育職員免許法施行規則」が公布されて
いない時期の約三か月強の期間に作成された案
を原案として確定された。教育学、心理学関連
の学会や教職課程運営に関わる協議会は、この
「教職課程コアカリキュラム」への懸念や疑義
を表明しているはずであるが、「教職課程コア
カリキュラム」は「教職課程で最低限修得すべ
き資質能力」を明確化する、いわばミニマム・
スタンダードということであり、各大学は再課
程申請の際、従来の「教職に関する科目」（お
よび「英語科の専門的事項」 ）については、シ
ラバスとともに各授業回における各到達目標と
の関連を示した表を提出することが必須として
義務付けられることになった。
筆者は別稿 2 で以上の経過を踏まえながら、
「教職課程コアカリキュラム」が「教員養成の
全国的な水準を確保する」ための、あくまでも
「各大学が教職課程を編成するにあたり参考と
する指針」と理解されるとしても、ワーキング
グループに参集した各分野の専門家の悪意とも
言えない勤勉さが集積して「ポジティブリスト
の弊害」を露呈させている可能性を指摘した。
多くが自身も大学で教員養成に携わっている
ワーキンググループ委員の中には、「自分たち
の首を絞めないよう、ごく包括的な文言にとど
めた」と証言する者もあり、それが本音とも思
われるが、また一方の本音として、教員養成に
携わる教員も含め、ここに列挙されている到達
目標をすべて達成している人などはたしている
のだろうか、それを学生たちに本気で求めるの
だろうかとの疑念を拭い去ることはできない。
教員養成課程としては、むしろ「最低限修得す
べき資質能力」とされるものの要諦を整理しつ
つ、複数の科目で繰り返し取り扱うことが求め
られるのではないかと考えられる。
また別の稿 3 では、取り入れることを必須と
される「アクティブ・ラーニングの視点」は教
員養成課程はもとより、そもそも大学教育、学
士課程教育そのものに要請され、大学教育のな
かでその研究と実践が蓄積されてきたことで、
いまさら言及されるまでもないが、「2030 年頃
の社会の在り方を見据えた学び方改革」として
の次期学習指導要領が掲げる「主体的、対話的
で深い学び」を現実化していくには、教員養成
課程全体として内化と外化の学習サイクルを構
成することでディープ・アクティブラーニング
（「主体的、対話的で深い学び」）をはかってい
く必要があることを示唆した。
新しい教員免許法制下においても、開放制と
いう戦後日本の教員養成の原則は維持される。
しかし、先の検討会の横須賀薫座長はあるシン
ポジウムで「開放制教員養成はフィクション
　　2 拙稿「スタンダードへの問い−教育制度論・教育課程論・社会科教育法・公民科教育法の交差点−」（『教職研究』
第2 号、女子栄養大学教育文化政策研究室、2017 年11 月）
　　3 拙稿「アクティブ・ラーニング、ディープ・ラーニング、ディープ・アクティブラーニング−講義型教職科目（｢
教育原論｣、「教育制度論・教育課程論」、「教職概論」）を考える−」（『教職研究』第29 号、立教大学学校・社会教育
講座教職課程、2017 年3 月）
− 109 −
教育の機会均等理念への問い －教育制度論・教育課程論・社会科教育法・公民科教育法の交差点（2）－
だった」と言い放った 4。このような認識のな
かで結実した「教職課程コアカリキュラム」を
通じて、「教員養成の全国的な水準を確保する」
という正当性のもと、教育行政（文科省）によ
る全国的規制力が大きく強化されていくことだ
ろう。開放制に立つ教員養成課程としては、こ
れを外圧として受け流していく智慧が求められ
るが、むしろ批判的思考力を模索するアクティ
ブな学習サイクルを主体的、対話的に構築して
いく必要がある。今年度（2017 年度）とまだ
次年度（2018 年度）までは新しい教員免許法
制に囚われることはないが、「教職課程コアカ
リキュラム」をも睨みながら、批判的で能動的
な学習サイクルに向けて、まず一つ一つの科目
の密度をさらに上げていく取り組みが求められ
るだろう。
２．教育の機会均等理念と格差社会
（１）「教育制度論・教育課程論」と「社会・
公民科教育法」が交差する主題
すでに示唆したように、「教職課程コアカリ
キュラム」を待つまでもなく、「教員養成課程
で求められる最低限の資質能力」についてはそ
の要諦を整理しつつ、学士課程の限られた科目
編成のなかで繰り返し扱う工夫を避けるわけに
はいかない。副題にあげた四つと思しき科目名
は、本学では二つずつ統合し「教育制度論・教
育課程論」、「社会・公民科教育法」（２単位科
目４種計８単位）として開講しているが、さら
にこれら科目間の関連性をも検討し、内容を編
成することが必要になる。
教育課程も教育制度の一環であり、教育制度
の根幹となる原理原則、理念を示す新（2006
年）、旧（1947 年）の両教育基本法を繙くと（新
法と旧法ではその性格が根本的に異なるが）、
個々人（国民）を国家および社会の「形成者」
として育成、養成することが戦後日本の一貫し
た「教育の目的」であることを読み取ることが
できる。また学習指導要領を見ていくと、この
「教育の目的」は「社会科」と「公民科」の目
標であることを確認できる。ここに両科目（四
つの科目領域）が交差する要諦がある。
国民を国家および社会の「形成者」として育
成するという「教育の目的」に鑑みるなら、「教
育制度論・教育課程論」を学ぶ主題は「社会的
に公正な制度を構想すること」と考えられる。
「教職課程コアカリキュラム」は日本国憲法に
も教育基本法にもほぼ言及しておらず、この主
題とは趣旨を大きく異にしているのかもしれな
いが、筆者にとってこれはこの科目の全体目標
であり、一般目標であり、そして到達目標でも
ある。
（２）教育の機会均等理念を問う課題
公正であるとはどういうことなのか。格差社
会と言われる現状でこれをどう考えればいいの
か。「形成者」として国民を育成することを目
的とする教育を通じて、その形成者たちはいか
にして公正な制度を創造していくことができる
のか。この創造的な社会統制の過程を構想して
　　4 公開シンポジウム「どうなる日本の教員養成 −教職課程コア・カリキュラムをめぐって」（日本教師教育学
会／早稲田大学教育・総合科学学術院／早稲田大学教職支援センター共催、2017 年7 月9 日、早稲田大学小野
記念講堂）
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いく思考実験の要として、「教育制度論・教育
課程論」の授業では教育の機会均等理念をいま
あらためて問うことを総括課題に据えてみた。
具体的には次のように教育の機会均等理念を
規定する条文（案）に即して問い、相互討論を
促した。少し長いが、授業内で提示した課題文
をそのまま引用する。
以下の各条文（または条文案）の下線部につ
いて論評すること。ただし、文中で必ず、「格
差」、「包摂」、「排除」の三語を用い、使用箇所
に下線を施すこと。
【 A 】（旧）教育基本法（1947 年 3 月 31 日公布）
より
第三条（教育の機会均等）
すべて国民は、ひとしく、その能力に応ずる
教育を受ける機会を与えられなければならない
ものであつて、人種、信条、性別、社会的身分、
経済的地位又は門地によつて、教育上差別され
ない。
２ 国及び地方公共団体は、能力があるにも
かかわらず、経済的理由によつて修学困難な者
に対して、奨学の方法を講じなければならない。
【 B 】新（＝現行）教育基本法（2006 年 4
月政府案公表→ 2006 年 12 月 22 日公布）より
第四条（教育の機会均等）
すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた
教育を受ける機会を与えられなければならず、
人種、信条、性別、社会的身分、経済的地位又
は門地によって、教育上差別されない。
２ 国及び地方公共団体は、障害のある者が、
その障害の状態に応じ、十分な教育を受けられ
るよう、教育上必要な支援を講じなければなら
ない。
３ 国及び地方公共団体は、能力があるにも
かかわらず、経済的理由によって修学が困難な
者に対して、奨学の措置を講じなければならな
い。
【 C 】日本国教育基本法案（民主党（当時）：
2006 年 5 月）より
第二条（学ぶ権利の保障）
何人も、生涯にわたって、学問の自由と教育
の目的の尊重のもとに、健康で文化的な生活を
営むための学びを十分に奨励され、支援され、
及び保障され、その内容を選択し、及び決定す
る権利を有する。
第三条（適切かつ最善な教育の機会及び環境
の享受等）
何人も、その発達段階及びそれぞれの状況に
応じた、適切かつ最善な教育の機会及び環境を
享受する権利を有する。
２ 何人も、人種、性別、言語、宗教、信条、
社会的身分、経済的地位又は門地によって、教
育上差別されない。
３ 国及び地方公共団体は、すべての幼児、
児童及び生徒の発達段階及びそれぞれの状況に
応じた、適切かつ最善な教育の機会及び環境の
確保及び整備のための施策を策定し、及びこれ
を実施する責務を有する。
４ 国及び地方公共団体は経済的理由によっ
て修学困難な者に対して十分な奨学の方法を講
じなければならない。
この課題に取り組むにあたり、条件として挙
げた三語を用いることができるよう、格差の現
状を考えるべく、不十分ながらいくつかの参考
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資料を提示している。
「世界で最も裕福な（　　）人が保有する資
産は、世界の人口のうち経済的に恵まれない下
から半分にあたる約 36 億人が保有する資産と
ほぼ同じ」（国際 NGO「オックスファム」報告
書、2017 年 1 月 16 日）というプルトクラート
（plutocrat）が跋扈する国際社会の趨勢を象徴
するニュースについては、事前に目にしたこと
がある受講者はほとんどなく、（　　）内に入
る数字を適当に入れるよう促し（答えは 8 人）、
例えばどんな人名ないし企業名が浮かぶかを問
うた。マイクロソフト、ZARA、アマゾン、フェ
イスブック等、多くの受講者が納得する。
厚生労働省が 2017 年 6 月 27 日に公表した
2016 年の「国民生活基礎調査」によると、「子
どもの貧困率」は 12 年ぶりに改善されたよう
だが、それでもなお高水準で、2017 年 12 月 13
日には、訪日中のユニセフのレーク事務局長が
「世界子ども白書」を発表し、「日本のおよそ
16％の子どもが深刻な貧困状態にある」、「豊か
な社会において子どもが飢えや格差に苦しむこ
とがあってはならない」と懸念を表明したとい
う記事も紹介した。
このような状況にあっても、OECD による
「学校教育費の対 GDP 比」データを提示し、
日本は調査対象国中、栄えある（？）ワースト
１であることも確認した。
その他、「民間給与実態調査」（国税庁）、「賃
金構造基本統計調査」（厚生労働省）、「子供の
学習費調査」（文部科学省）などから引用して
年収 200 万円以下のワーキングプアが 1000 万
人を大きく上回ることを確認し、学歴や男女に
よる給与格差、家計状況による教育費の格差に
ついて考えた。また、男女格差については、無
力な者に寄り添う「ケア」の営みに女性が従事
する限り、生産の論理を優先する経済と政治の
競争で女性に勝ち目がないのは明白とする論説
文（貴戸理恵「時代を読む 男女格差、どうす
る？」『東京新聞』2017 年 11 月 12 日）も紹介し、
教育の根本問題を示唆した。
　
（３）受講者の考察と応答
受講者の大半は一年次生であるが、すでに秋
学期も終わりに近く、また授業内で（旧）教育
基本法の成立過程や格差の現状について考えて
きた。したがって、いずれの条文も一切の差別
を排し、何者も「排除」されず、すべての者を
「包摂」するという主旨であることを概ね読み
取ることができている。そのうえで、現状はこ
の理念を実現しておらず、「能力に応ずる」が「ひ
としく」を損なっているのではないか、経済格
差と学力格差が負のスパイラルを成しているの
ではないか、そもそもこの理念を実現していく
ことなど可能なのかといった興味深い指摘が数
多くなされている。また、日本の奨学金制度に
ついて、借金を負わせるものではたして経済的
支援たり得るのかという当事者としての疑念が
端的に表明されている。
応答を兼ねた解読講義では、まず復習と補足
として三つの条文（案）それぞれの時代背景を
確認した。
【A】の（旧）教育基本法は、壊滅的な敗戦
直後の占領下（Occupied Japan）、名実ともに
主権国家とは言い難い状況で、また旧制度下（帝
国議会）で公布、施行されたものである。受講
者は社会科、公民科の教員免許希望者のみでは
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ないが、社会科、公民科の復習としても、やや
細かい年号ながら日本国憲法の公布（1946 年
11 月 3 日）と施行（1947 年 5 月 3 日）の日付
を問い、（旧）教育基本法は日本国憲法の審議
動向を睨み、日本国憲法の精神に則って公布さ
れ、日本国憲法に先立って施行（1947 年 3 月
31 日）されたことを確認する。日本国憲法と
（旧）教育基本法により、戦前の教育勅語（と
大日本帝国憲法）に基づく臣民の義務としての
教育体制から国民の権利としての教育体制に転
換されたことは、授業で何度も強調したことで
ある。
　「ひとしく」、「能力に応ずる」という理念
と概念については、不当な不平等を排し、統制
に好都合な画一性を乗り越える個別的配慮を
要請するものと読み解くことを提案した。「能
力」をどう解釈するかは確かに大きな課題と
なるが、とりあえず、「能力に応じない」こと
を求められるのは惨めで、怪我のもとであるこ
とは自明である。また、当時に立ってみるな
ら、「能力に応ずる」は第一義的には身分制社
会を超える理想を表現したものと評価する必要
がある。血統（blood：前近代伝統社会）、財産
（property：近代資本主義社会）から業績（達成）、
能力（achievement,merit：現代民主主義社会）
へと社会的地位の原理は変遷したとする説（K・
マンハイム）、「能力に応じて働き、労働に／必
要に 応じて取る」という社会主義・共産主義
の理想がその参考になる。
この文言は「応ずる」（現在形）が「応じた」
（過去形？）に微妙に変化しているものの、【B】
の新（＝現行）教育基本法でも概ね踏襲されて
いる。ただし、これが制定されたのは第一次安
倍内閣のもとで、自民党結党以来の悲願である
「戦後レジーム」からの脱却の大きな第一歩と
してであり、教育行政の主導権を明確化し、教
育を国家の「統治」行為と位置付ける体制への
転換を企図したもので、名称は同じでも旧法と
は原理原則、理念がまったく異なる法であるこ
とをあらためて確認する。
【C】の民主党による日本国教育基本法案は、
今ではその政党名すらなく、ほぼ壊滅した組織
による案であり、もはや顧みられることもない
だろう。当時は来るべき政権交代を本腰を入れ
て見据え、【B】への代案として提示されたも
のであったが、その後、実際に民主党政権が成
立しても、【B】にとって代わるような兆しす
らなかった。ただ、法案全体の評価はカッコに
入れるとして、この課題にあげた条文案は、「機
会均等」と明記されてはいないものの、「教育
を受ける権利」ではなく「学ぶ権利」がすべて
の人に保障されること、現実的には能力ではな
く「発達の現状」に合わせた機会として保障さ
れることを宣言しており、あらためて注目する
必要があることを示唆した。
３．グローバリゼーションと人権の拡張
（１）教育の機会均等理念の現実化施策と
戦後復興
日本国憲法・（旧）教育基本法「体制」は、
前者の第 26 条と後者の第 4 条の規定によりす
べての国民に 9 か年の無償の権利として普通教
育を保障した。すべての国民は、少なくとも中
等教育の前期段階までは教育の機会を得ること
になった。では、その先についてはどうなのか。
「教育制度論・教育課程論」の授業では、今
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ではすっかり死語となった「高校三原則」や高
校全入運動についても言及し、戦後の学校制度
が民主化の徹底を模索しながら、戦後復興と高
度経済成長の過程で変容していったことを考察
している。
高校進学率、さらには大学進学率の上昇は、
確かに一面では国民の教育機会が拡充していっ
た証と見做すことができる。しかし、壊滅的で
悲惨な敗戦からの急速な復興と経済成長は、学
校制度が果たす機能として、国民統合という政
治的価値と人材配分という経済的価値を前景化
し、国民一人一人の「人格の完成」という教育
的価値を後景に追いやっていった。国民の基本
的人権を尊重すべく、権力の暴走を抑制するは
ずであった「体制」は、国家の教育内容への介
入の箍が外れ、国民を国家および社会の形成者
として育成するよりも、経済成長に奉仕する人
材として配分するための能力主義「体制」にとっ
て代わられたと言える。「能力に応ずる」個別
的配慮の要請は、もはや学力という名の「能力
による差別」の正当化に変質してしまった。
さらに、戦後の国際社会を概観するなら、冷
戦構造が成立し崩壊した 20 世紀の後半から、
新自由主義と新保守主義が合流する政治経済体
制のもとで金融経済が高進して格差が拡大し、
倫理の底が抜けていく絶望的な社会が現出し
た。グローバリゼーションとは、恣に人間と環
境の未来を収奪し続ける無際限の欲望の代名詞
であり、もはやその限界が露呈されつつあるよ
うに見える。
ところが、この体制に即応するかのように、
能力主義的学力観は PISA 等を媒体としてグ
ローバル化した。身分制社会を超えていくはず
であった。「能力に応ずる」という理想は、格
差を能力差に由来するものとして肯定、放置し、
「ひとしく」を損なう原理となっている。先に
あげた受講者の考察が示唆したとおりである。
教育の機会均等理念の問い直しは、国内外の動
向を通観しながら行う必要がある。
これは、もとより教育のみにどうこうできる
ような、ましてや「始末をつける」ことができ
るような問題ではないが、安穏と政治経済に従
属するままに任せてしまっていい問題でもな
い。グローバルな学力テスト「体制」に進んで
順応している場合ではないだろう。
（２）教員養成と奨学金
先の受講者の考察には、奨学金制度への疑念
があった。奨学金の現状は、新旧両教育基本法
ともに規定している奨学の方法に適っているの
かということである。
現在の日本学生支援機構による利子付きの返
還を義務付けるような奨学金は、いかに採用枠
拡大のためと理由付けられても、GDP 世界第
三位を自負する先進国として肯定的に語ること
はできないだろう。非正規雇用が拡大している
なかで、奨学金という借金による自己破産が社
会問題化している現状がある以上、なおさらの
ことである。
ただ一方で、筆者自身、旧日本育英会による
奨学金を大学 4 年間、大学院 5 年間の通算 9 年
間受け、大学教員職を 15 年間勤めた時点で返
還免除という恩恵に浴しており、これについて
も授業では敷衍しておく必要性を悟らされた。
かつて、日本育英会の奨学金には教育職、研
究職を対象とする特別返還免除制度が設けられ
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ていた（大学院は 2003 年度までに、大学・短
期大学・高等専門学校の場合は 1997 年度まで
に入学し、いずれも第一種に採用された場合）5。
教育職と研究職を特別扱いすることには異論も
あるだろうが（この種の進路を限定した奨学制
度は何も教育・研究に限ったことではないが）、
戦後、20 世紀末まで、教員として勤めるとい
う条件を満たせば、事実上給付として奨学金を
利用し、大学（教員養成課程）で学ぶことがで
きた。
因みに戦前について見るなら、戦後の開放制
とは正反対の目的養成機関である師範学校は授
業料はなく、基本的に全寮制であった。戦前の
制度を批判的に考察する視点はさておくとし
て、日本では、戦前から一貫して経済的格差を
超えて教員に通じる進学の道を設けようとして
きた、と（とりあえずは）見ることができる。
これについては事実として公平に評価し、この
伝統が現在ではほぼ途絶えていることを捉えて
おく必要があるだろう。
（３）国際的な人権拡張の動向
国際社会の趨勢を辿ると、グローバリズムが
猖獗を極め、卑劣で凄惨な紛争と環境破壊が絶
えない現状に呆然と立ち竦みそうになるが、一
方では人権の拡張に英知を結集する努力も続け
られてきており、これにも目を向け、希望の兆
しを捉えていく必要がある。
1948 年（12 月 10 日）に国連総会で採択され
た「世界人権宣言 The Universal Declaration 
of Human Rights」は、その第 26 条冒頭で「何
人も教育への権利を有する Everyone has the 
right to education」と明快に謳っている。そ
して、少なくとも初等教育は義務的で無償であ
るべきであり、技術的・専門的教育は一般に開
かれている必要があり、高等教育は「能力に
応じて」「すべての者に平等な機会」（equally 
accessible to all on the basis of merit）が設け
られるべきであると規定している。
日本国憲法・（旧）教育基本法「体制」は、
この人権宣言より先に出立したもので、国際的
な人権拡張の動向を先取りしていたと評価で
きる。ただし、いずれも（日本国憲法第 26 条
および旧・教育基本法第 3 条）「教育を受ける
権利」という規定であり、「ひとしく、その能
力に応ずる教育を受ける機会」は当時の英訳
（Official Translation）では equal opportunities 
of receiving education according to their（ 
the people ） ability、現文部科学省による試案
で は equal opportunities of receive education 
according to their（ citizens ） ability となって
いる。
「教育」は「受ける」ものであり、その権利を「与
えられる」という人権概念と、誰もが「教育へ
の権利」（right to education）を持つとする人
権概念は、根本的に発想を異にするものである
ことを確認しておく必要がある。だが、先の世
界人権宣言第 26 条冒頭を政府（外務省）仮訳
はこの差異を無視して「すべて人は、教育を受
ける権利を有する」としており、現行教育基本
法は性懲りもなく「ひとしく、その能力に応じ
た教育を受ける機会」と表現している。国際的
　　5 独立行政法人日本学生支援機構HP 参照 
（www.jasso.go.jp/shogakukin/henkan_konnan/menjo/index.html）
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な人権動向に無頓着と見なされても仕方がない
だろう。教育基本法、そして日本国憲法を「改
正」するなら、「教育を受ける機会／権利」を「教
育への機会／権利」と改めるべきであるが、現
在の政治状況でそのような問題提起をすること
はできない。
1966 年（12 月 16 日）に国連総会で採択され
た「経済的、社会的及び文化的権利に関する
国際規約（A 規約） International Covenant on 
Economic, Social and Cultural Rights」は、「中
等教育・高等教育の無償化の漸進的導入」を
規定している（第 13 条 2 項 b,c）。日本政府は
1977 年にこの規約を批准したが、ただしこの
中等・高等教育の漸進的無償化を含む一部を
留保した。2012 年 9 月 11 日に至り、崩壊間近
の民主党政権下でようやく中等・高等教育の漸
進的無償化への留保撤廃が通告されている。当
時（2012 年 8 月）、規約締約国 160 か国のうち、
留保していたのは日本と（　　）だけであった。
カッコ内の答えはマダガスカルであるが、試み
にこれを問うても正答する受講者はまずいな
い。
所謂高校授業料無償化は、2010 年（3 月 31 日）
に民主党政権下で「公立高等学校に係る授業料
の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関
する法律」が成立し、2010 年度から現実化した。
これは、中等・高等教育漸進的無償化規約の批
准留保への対応であり、これにより無償化への
目途が立ったとして留保撤廃となったわけであ
る。しかし、導入された制度は私立高校生には
公立高校授業料と同額を支給するというもの
で、民主党政権が崩壊し自民党（・公明党）政
権（安倍政権）が復活すると、2014 年度から
授業料無償に所得制限が設けられ、所得に応じ
て支給額を傾斜配分する制度に変更された。一
方、高等教育無償化についても 2017 年の衆議
院選挙後に俄かに報道を賑わしているが、政策
的に耳目を集めても、奨学金のあり方等、無償
化に漸進しているのか否かまだまだ不透明とい
うほかはないだろう。
1989 年（11 月 20 日）に国連総会で採択さ
れた「子どもの権利条約 Convention on the 
Rights of the Child」を、日本政府は 1994 年（4
月 22 日）にようやく批准した。（　　）番目の
批准国であった。カッコの答えは 158 で、これ
も試みに問い、日本政府の国際的な人権拡張の
動向への鈍感さを示唆している。その第 28 条
冒頭には「締約国は、子どもの教育への権利
を認める States Parties recognize the right of 
the child to education」（国際教育法研究会訳）
とあり、「教育への権利」が基本的人権として
国際的常識であることを、あらためて確認する
ことができる。
こうした覚束ない政府・政策レベルの人権理
解ではあるが、2016 年（12 月 14 日）には「教
育機会確保法」（義務教育の段階における普通
教育に相当する教育の機会の確保等に関する法
律：2017 年 2 月施行）が成立している。運用
面の課題はあり、遅ればせながらではあるが、
経済的事情や不登校といった事情で義務教育の
就学機会を満たしていない人たちへの支援とな
るはずであり、フリースクールや自主夜間中学、
経済的困難を抱える子どもたちを対象とした無
償の学習教室など、「学び」を支えるボランタ
リーな人の輪への認知度が高まっていくことも
期待される。
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国際的な人権拡張の動向を踏まえながら、弱
い立場の者が一方的な不利益を被らないよう、
まずはすべての者をいっさい排除することなく
包摂する機会の平等を保障しつつも、同時にそ
れぞれの潜在的可能性と必要に応じた機会を拡
充し、ともに教育を創っていく権利を認め合う、
公正な社会を構想可能にしていく。教育の機会
均等を規定する条文を、今日的にそうした主旨
に書き換えてみることはできないか。
受講者たちに、そのように問題提起を行った。
